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京都府の財政に
ついて、一緒に勉
強しましょう！ 

 

◆はじめに・・・ 
 

 みなさんは、お住まいの京都府の「財政」について、どの程
度ご存じですか？ 
 専門用語が多く、とっつきにくい「財政」の世界ですが、
「京都府の財政事情」では、平成23年度の財政状況について、
分かりやすい表現を心がけて作成しました。 
 どうぞご覧ください！ 
 



１－１．平成23年度決算の概要 

 
 平成23年度は、過去に積み立てた国の経済対策基金事業の実施等に

より、過去最大であった平成21年度に次ぐ、歴代２位の決算規模と
なりました。 
 

 歳入に関しては、景気の低迷に伴い府税が引き続き減収となりまし
たが、地方交付税や国基金の活用、また府税徴収率の向上（97.2％
（前年比+0.４ポイント））や府有地の売却など、歳入確保のための
取組を実施しました。 
 

 歳出に関しては、厳しい財政状況の中でも、景気の下支えのために
国基金を活用した緊急雇用対策事業や中小企業への支援など必要な
施策を積極的に展開する一方、人件費の抑制など行財政改革を推進
しました。 
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１ 歳入及び歳出決算について 
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１－２．歳入の状況 
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◇歳入の状況 

・府税収入が5年間で約1,000億円（H19:3,362

億円→H23:2,391億円）と落ち込む一方で、平

成21年度から３年間は、国の経済対策基金に

より、依存財源が増加しました。 

（H21:508億円、H22:158億円、H23:190億円） 
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 依存財源は増加傾向にあります

が、府の自主財源の最大要素で

ある府税収入は、景気の低迷を

受け、5年間で約1,000億円減

（H19:3,362億円→H23:2,391億

円）と落ち込んでいます。 

 つまり・・・ 

 歳入の確保が大きな課題！ 

５年間の歳入の推移 

（億円） 

◆自主財源の確保に努めました 
・府税徴収率のアップ        ・府有資産の利活用 
  H22 ９６．８％ → H23 ９７．２％      H22 約４億円 → H23 約１０．５億円 
 ※全国８位、約９億円の増収効果     ※元右京府税事務所の売却等 
 

◆行政改革推進債・退職手当債の発行も併せて行いました 
・行政改革推進債など、今まで取り組んだ行財政改革の効果に応じて発行できる地方債 
 を発行し、歳入の確保に努めました。 
 ※行政改革債 １２５億円発行、退職手当債 ８５億円発行 

そこで・・・ 
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 平成２３年度は右記のような歳入決算となり

ました。 

 自主財源とは、府が自主的に収入できる財

源のことで、府税、地方消費税清算金、使

用料及び手数料、財産収入等が含まれま

す。 

 依存財源とは、国が定めた額を割り当て・

交付される財源のことで、地方交付税、国

庫支出金、府債等が含まれます。 

１ 歳入及び歳出決算について 
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 平成２３年度は右記のような歳出決算となりま

した。 

 義務的経費とは、支出が義務付けられ、任意

に節減できない経費（人件費、扶助費など）を

指します。 

 投資的経費とは、社会資本整備など、支出の

効果が長期にわたる経費（普通建設事業費な

ど）を指します。 

 その他経費には、介護や福祉医療、中小企業

対策、教育に関する経費等が含まれていま

す。 
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１－３．歳出の状況 

 高齢社会の進展に伴い、福祉などに支出

する民生費は増加傾向にあり、歳出におい

て大きな割合を占めています。 

 普通建設事業費のうち、国の補助による公

共事業は微減傾向です。 

 一方府の単独事業は、府民公募型安心・安

全整備事業をはじめ、府民ニーズに沿った

事業や防災対策など「安心・安全」に力を入

れており、増加傾向となっています。 

民生費 

（億円） 

※全国順位は、普通会計ベースの数値を各地方公共団体
の標準財政規模で割り出した順位で、参考値です。 

◆最近の主な成果 
（民生費） 

 京都式地域包括ケア 

 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、

介護・福祉・医療を一体化した地域包括ケアを推進し

ました。 

・複数のかかりつけ医によるサポートや事前に複数の

支援病院に登録し、体調急変時に確実に入院できるシ

ステムを構築しました。 

・134病院が地域包括ケア支援病院に指定済みとなり

ました（府内病院の約８割をカバー）。 

 

（普通建設事業費） 

 宮津与謝道路の開通 

 宮津天橋立ICから与謝天橋立ICまでが40分→５分に

短縮されました。 

 大手川改修工事の完了 

 平成16年の台風23号で氾濫した大手川の改修工事

が完了しました。 

 府民公募型安心・安全整備事業 

・府民のみなさまから改善箇所を公募し、地域や市町

村からの要望とともに、事業箇所を決定する府民参加

型の新しい公共事業の手法です。 

・H21から３年間で3,674件の実施を決定しました。 

単位：億円 
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１ 歳入及び歳出決算について 

民生費・普通建設事業費の推移 



１－４．行政改革の取組 
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◆人件費 
  

（億円） 

限られた財源の中で最大限の効果を得られる事業を行うため、京都府では

下記をはじめとする行政改革にも取り組んでいます。 

給与費プログラム 

◎５つの視点 

◆府民ニーズ第一の視点 

◆地域協働の推進・事業仕分けの視点 

◆業務プロセスの徹底した簡素化の視点 

◆人材強化育成の視線 

◆持続的・安定的供給の視点 

府民満足最大化プラン 

 府民満足最大化プランとは、人材･資金･施設

等の限られた財産を府民満足という一点に集中

させて府政を推進することで､府民の皆さんが将

来にわたって幸福を実感できる京都府づくりを

実行するものです。 

 歳出の大きな割合を占めている人件費・公債費

については、下記の「給与費プログラム」、「公

債費プログラム」により改革を進めています。 

 そのほか、既存施策の再構築などを実行し、５

箇年で約６００億円の収支改善を目指します。 
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2,600

2,650

2,700

2,750

2,800

2,850

2,900

H19 H20 H21 H22 H23

これまで見てきた京都府の財政を 
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公債費プログラム 

平成25年度より府債

残高が減少の見通し 

 ①給与構造の改革、②諸手当等の抜本的見直し、 

    ③職員定数の削減からなる「給与費プログラム」により人件費の削減に取り組みました。 

公債費プログラム計画 

実績  ※臨時財政対策債除く 

年度 H21 H22 H23 H24 

達成額 145 197 164 125 

H21～H23までに 

５０６億円の効果 
６００億円の目標を 

前倒しで達成見込 

 公債費プログラムとは、「公債費

（借金の返済）＋普通建設事業

費」を、原則平成１７年度ベースに

抑制し、府債残高を適切にコント

ロールするための取組です。 
 

 府債残高の現状は右記のとおり

です。各年度とも計画の範囲内で

推移しています。 

基準年 

１ 歳入及び歳出決算について 

（平成２１年度～２５年度） 



１－５．京都府の家計簿 
 京都府財政を家計に例えたら・・・ 

収 入 支 出 

１ 給料 
 

 ①基本給         193万円 
  （府税、財産収入など）         (+3) 
 

 ②ボーナス        133万円 
  （地方交付税、譲与税など）     (+9) 
 

２ ローン借入 
 ①府債           31万円 
 ②ボーナス補てん分          (+1) 

  （臨時財政対策債）      42万円 
                                                 (△8) 

３ 親からの仕送り    48万円 
  （国庫支出金）                     (△3) 
 

４ 貯金の取り崩し    20万円 
  （繰入金）                           (+7) 
 

５ 昨年からの余剰金 
  （繰越金）            2万円 
                                        (+1) 

１ 生活費       
 ①食費（人件費）      144万円 
                                      (△3) 

 ②光熱水費等（物件費）   15万円 
                                                   (-) 

２ 医療・介護、経済活動等の 
  経費 
  （扶助費・補助費）     131万円 
                                                 (+5)  
 

３ 子どもへの仕送り      68万円 
  （貸付金、繰出金等）         (+6) 

 
４ 家などの修理        49万円 
  （投資的経費、維持修繕費）  (△2) 
 

５ 借金の返済(公債費)   49万円 
                                                 (+2) 

６ 貯金 （積立金）      10万円 
                                       (+2) 

合 計（年額） 466万円 合 計（年額） 46９万円 

預金残高    ７１万円  ローン残高 
（実質負債残高） 

※決算額1,000億円＝家計簿50万円 
  ( )内は22年度比（単位：万円） 
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※償還時に交付税措置されるものを除く 

４２４万円 

貯金を取り崩したりロ-ンを借り入れたり、色々なやりく
りをしていることが分かるね。 

1 

3 

2 

(+10) (+10) 

(△6) 
(+19) 

１ 歳入及び歳出決算について 



２－１．健全化判断比率とは 

２ 健全化判断比率について 

  実質赤字比率 

  連結実質赤字比率 

  実質公債費比率 

  将来負担比率 

 すべての会計の赤字や黒字を合算して、全体としての赤字の程度を指標化し、財
政運営の悪化の度合いを示すもの 

 借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、公債費等に
よる財政負担の程度を示すもの 

 借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、
将来、財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すもの 

 一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すもの 
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 健全化判断比率とは、財政の早期健全化や再生の必要性を判断す

るため、地方公共団体の財政状況を客観的な指標で明らかにする

ことを目的とした指標で、以下の４指標のことを指します。 

 また、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、

平成19年度決算から監査委員の審査に付し、その意見を付けて議

会に報告をした上で、各指標の公表を行っています。 

 上記指標が総務省の規定する基準以上になった場合、以下の計画の策

定義務が生じます。 

 健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上の場合には、財政健全化

計画を定めなければならない。 

 再生判断比率（将来負担比率以外の３つ）のいずれかが財政再生基準以上の場合

には、財政再生計画を定めなければならない。 

＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

＝ 
元利償還金等＋（特定財源＋基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－基準財政需要額算入額 

＝ 
将来負担額－（充当可能基金＋特定財源見込額等） 

標準財政規模－元利償還金等 



●15.00% 

▲8.75% 

▲400% 

▲早期健全化基準  ●財政再生基準 

▲※将来負担比率基準については早期健全化基準のみ。 

◆ 実質赤字比率 
▲3.75% ●5.00% 

◆ 連結実質赤字比率 

▲25% ●35% 

14.2% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 

255.6% 

0% 50% 100% 150% 200% 250% 300% 350% 400% 
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２－２．京都府の状況 

２ 健全化判断比率について 

*全国第13位 昨年度12.8% （＋1.4%）     *全国第38位 昨年度249.0%（＋6.6%） 

◆ 将来負担比率 

平成23年度決算における健全化4指標については、いずれも早期健全化

基準、財政再生基準を大幅に下回る値となっています。 

0% 3% 6% 9% 12% 15% 

 財政力指数  0.57 
 府の財政運営に必要なお金を自前の収入で

どれだけ賄えているかを表します。 

 平成２３年度は、全国第１１位となりました。 

 
 
 

 経常収支比率  95.4 
 毎年度決まって入ってくる収入が、毎年度決

まって支払わなければならない経費にどれだけ

使われたかを表します。比率が低いほど、財政

運営に弾力性があり自由に使える財源が多いこ

とを示します。 

※京都府のその他の主な財政指標は以下のとおりです。 

0% 1% 2% 3% 4% 5% 

連結実質赤字比率は算定されません 実質赤字比率は算定されません 

 実質公債費比率は、公債費プログラム（Ｐ６参照）によって府債残高を適切に管理し

た結果、全国第１３位となりました。 

   なお、平成２５年度には府債残高が減少に向かう見込です。 

 将来負担比率についても、早期健全化基準を大幅に下回る結果となりました。 

※全国順位は速報値です。 

＜対応＞ 
 京都府では「公債費プログラム」を策定し、府債
の発行と借金の返済の両面を抑制しています。 
・府債の発行・・・平成25年度には起債残高が減
少に転じるよう（臨時財政対策債等を除く） 、府債
の発行を抑制しています。 
・借金の返済・・・返済額が過大にならないよう、原
則平成17年度ベースに抑制しています。 

◆ 実質公債費比率 



３－１．財務諸表とは 

  貸借対照表 

  行政コスト計算書 

  純資産変動計算書 

  資金収支計算書 

 地方公共団体の純資産（貸借対照表上の資産と負債の差
額）が一定期間内にどれだけ増減したかを示します。 

 現金などの資金の流れ（収支）を示すものであり、その性質
に応じて区分して表示しています。 
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3 財務諸表について 

財務諸表から分かることは？ 

 各表の分析を行うことで、京都府がどのような資産を形成
し、どのような行政サービスを行ったのかが分かります。 
 

 また、現役世代と将来世代の受益と負担の関係も明らかに
なります。 

京都府では、平成２０年度決算から「総務省方式改訂モデル」で
以下の財務４表の作成、公表を行っています。 

 地方公共団体の各分野の経常的な活動に伴うコストに対
し、使用料・手数料等で賄う受益者負担がどれだけあったの
かを示します。 

 地方公共団体がどれだけの資産や債務を有するかについて
の情報を示します。 
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３－２．財務４表の相互関係 

3 財務諸表について 

 
【資 産】 

２兆８，０８４億円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【負 債】 
２兆６８６億円 

 
 
 

 行政コスト計算書 

経常行政コスト 
６，７６０億円 

 
 

経 常 収 益 
９５億円 

 
 
 
 
 

－
 

＝
 

【純資産】 
７，３９８億円 

 純資産変動計算書 

期首純資産残高 
８，０５１億円 

 
 
 
 
 

一般財源、補助金受入等 
６，０１２億円 

 
 
 

－
 

＋
 

純経常行政コスト 
６，６６５億円 

＝
 

 資金収支計算書 

収   入  ９，０６５億円 
 

支   出  ９，０６７億円 
 

当年度歳計現金増減額 △２億円 
 
 

期首歳計現金残高  ６８億円 

 
 
 
 

－
 

＝
 

＋
 

＝
 

 貸借対照表 

財務４表は、以下のように相互に関連しています。 

次のページから、財務４表の各表の中身について
見ていきましょう。 

期末歳計現金残高 
６６億円 

期末純資産残高 
７，３９８億円 

純経常行政コスト 
６，６６５億円 

うち歳計現金 
   ６６億円 



 

●公共資産 ２兆４,９８９億円 ※ 
 
 ○使う資産（インフラ、施設）※ 
 
  →道路や学校等の公共資産整備   
       ２兆４，９７７億円 
 

 ○売れる資産（売却予定土地）※ 
 
  →旧庁舎等の跡地   １２億円 
 

●投 資 等   ２,３６３億円 
 
 ○回収する資産(貸付金、未納税金等) 

 
 →①公社、三セク等への出資金 
  （間接的な行政サービス提供） 
         １，０１０億円 
 
 →②貸付金、基金 
  母子家庭支援、中小企業支援等 
  特定の目的を持った貸付金、基金 

         １，２８４億円 
   
 →③長期(1年以上)延滞債権 
  府税、府施設使用料等 ８６億円 
 
 →④回収不能見込額  ▲１７億円 
 

●流動資産    ７３２億円  
 →現金預金、未収金等 
             ７３２億円 
     (うち歳計現金 ６６億円) 
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３－３．貸借対照表 

3 財務諸表について 

●将来世代の負担 

 ○固定負債   １兆８,８３７億円 
 （24年度以降支出分） 

  ①地方債  １兆６，１２３億円 

  ②長期未払金(債務負担行為) 

             ６０億円 

    ③退職手当引当金２，４４４億円 

  ④損失補償等引当金 ２１０億円 

  

○流動負債      １,８４９億円 
 （23年度支出分） 

  ①地方債    １，４０９億円 

  ②退職手当     ２８０億円 

  ③賞与引当金等   １６０億円 
 

負債合計    ２兆６８６億円 

資 産（現在保有している財産） 負 債（将来世代の負担） ※ 

●国の負担、過去・現世代の負担 
 

 ①公共資産の取得に係る国の補助金 

          ５，８８７億円 

 ②公共資産の取得のため投下した費用の
うち国庫と借金以外の金額 

        １兆３，６２３億円 

 ③翌年度以降に自由に使える財源 

       ▲１兆２，１１８億円 

 ④資産評価による差額   ６億円 
 

純資産合計  ７，３９８億円 

資産合計 
２兆８，０８４億円 

負債・純資産合計 
２兆８，０８４億円 

純資産（現在の資産） 

IR活動の強化により信用力をPR（H21：10件H22：27件、H23：47件） 

機動的な発行 

次のページから、※の部分をはじめ 
貸借対照表の詳細について分析します。 
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３－３．貸借対照表 

3 財務諸表について 

   使う資産 の内訳は？ 

有形固定資産 金額 構成比 主な施設     （単位：百万円） 

18,874 75.6 
 

2,358 9.4  

 194 0.8 
 

5 0.0  

1,675 6.7 
 

 481 1.9 
 

 1,390 5.6 
 

 24,977 100.0 

6,399  

1,406  

4,559  

1,296  

3,049  

1,552  

613  

1,390  

5  
194  

1,675  

2,358  

481  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

道
路 

橋
り
ょ
う 

河
川 

砂
防 

都
市
計
画 

住
宅 

そ
の
他
土
木 

総
務 

環
境
衛
生 

福
祉 

産
業
振
興 

教
育 

消
防(

警
察) 

 

 有形固定資産の中で最も多

額なのが道路、河川をはじ

めとする土木施設で、全体

の７６%を占めています。 

 そのほか、産業振興では農

林水産業整備(1,372億円)、

教育では高等学校(1,501億

円）が大きな資産となってい

ます。 

明日の京都 
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３－３．貸借対照表 

3 財務諸表について 

   売れる資産 の内訳は？ 

 
売れる有形固定資産の
中で最も多額なのが、
昨年度に引き続き警察
施設です。 
 

昨年度の1,718百万円
と比較すると、土地の売
却が進んだこともあり、
561百万円の減となって
います。 

(単位：百万円) 有形固定資産 金額 構成比 主な施設  

16 1.4  

80 6.9 
 

 122 10.6  

5 0.4  

161 13.9 

 552 47.8  

 220 19.0 
 

  1,156 100.0 

16  

80  
122  

5  

161  

552  

220  

0
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総
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(単位：百万円) 



 
                           ７３．７％ 
 負債 ２兆６８６億円／資産 ２兆８，０８４億円 
 

 
                           ８４．８％ 
（翌年度償還予定額を含む） 
地方債残高 １兆７，５３２億円／負債 ２兆６８６億円 
※地方債残高には、将来地方交付税で財源措置される８，６８２億円を含みます 

 
                           ７０．２％ 
地方債残高 １兆７，５３２億円／公共資産 ２兆４，９８９億円 

 
 
 
 
 
 
                            ３．１年 
資産合計 ２兆８，０８４億円／歳入総額 ９，１３４億円 
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３－３．貸借対照表 

3 財務諸表について 

   全体を通じて分かることは？ 

資産に対する負債 

資産に対する地方債残高 

将来世代負担比率 

歳入額対資産比率 

 

 公共資産に対する地方債残高の割合を算出し、将来返済しなければならな
い地方債によってどのぐらいの資産が形成されているかを明らかにすること
で、将来世代の負担割合を見ることができます。 

 なお、地方債残高から将来地方交付税で財源措置されるものを控除して算
出した場合、比率は３５．４％になります。 
 

 

 歳入総額に対する資産の比率であり、これまでに形成されたストックである
資産に何年分の歳入が充当されたかを表します。 

 なお、算出基礎の歳入総額は、資金収支計算書の各部の収入合計の総額
に期首歳計現金残高を加算して算出しています。 
 
 



③純経常行政コスト（①－②）６，６６５億円 
  純経常行政コストは、民間の損益計算書で表される利益の概念とは異なり、 

  地方税や交付税といった一般財源で賄わなければならないコストです。 
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 ・人に関するコスト（人件費・退職手当等） ２，８２２億円 

 ・物に関するコスト（物件費・減価償却費等）１，０２２億円 

 ・移転支出的なコスト（社会保障給付等）  ２，６６５億円 

 ・その他のコスト（支払利息、回収不能額等）   ２５１億円 

 
 

 ・使用料・手数料                ７５億円 

 ・分担金・負担金・寄附金            ２０億円 

 

①経常行政コスト      ６，７６０億円 
 

  府の人件費や社会保障給付等といった資産形成に結びつかない行政サービス 
  に対するコスト 

②経常収益（①の対価として得られた財源）９５億円 

 行政コスト計算書とは、人的サービスや給付サービスなど資産形成につな 
 がらないコスト面に着目し、どのようなサービスにどれだけコストがかか 
 っているかを把握できるものです。 
 

                 １．４％ 
 
  経常収益  ９５億円／経常行政コスト  ６，７６０億円 

 
 
 
   

 

                ２７．１％ 
 

  経常行政コスト  ６，７６０億円／公共資産  ２兆４,９８９億円 

３－４．行政コスト計算書 

3 財務諸表について 

 行政コスト計算書から分かることは？ 

受益者負担比率 

行政コスト対公共資産比率  

 行政コスト計算書における経常収益の、行政コストに対する比率を算定することによ

り、行政サービスに対する受益者負担の割合を見ることができます。 

 公共資産に対する行政コストの割合から、資産を活用するためにどれだけのコスト

がかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけのサービスを提供してい

るか、ハード・ソフト両面のバランスを見ることができます。 



• 純経常行政コスト    ▲６，６６５億円 

• 地方税          ２，６４９億円 

• 地方交付税        １，７３０億円 

• その他行政コスト充当財源   ６９７億円 

• 国補助金等受入        ９４７億円 

• 臨時損益           ▲１１億円 
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●平成２２年度末純資産     ８，０５１億円 

●平成２３年度末純資産         ７，３９８億円 
 ◇国の負担                       ５，８８７億円 
 ◇国庫と借金以外の投下金額         １兆３，６２３億円 
 ◇翌年度以降に自由に使える財源      ▲１兆２，１１８億円 
 ◇資産評価差額                     ６億円   

３－５．純資産変動計算書 

3 財務諸表について 

 純資産変動計算書から分かることは？ 

 純資産変動計算書とは、貸借対照表の
純資産の部に計上されている各数値が
１年間でどのように変動したかを表すも
ので、地方公会計特有の計算書です。 
 

 平成23年度は、653億円の純資産の減
となりましたが、平成22年度の723億円
減と比較して、緩やかな減少幅となって
います。 

 
【資産】 
２兆 

8,084億円 
 
 
 

 
【負債】 
２兆 

686億円 
 
 

【純資産】 

7,398億円 

◆貸借対照表 



18 

○支 出  ５，７７０億円 

 ・人件費   ２，８４０億円 

 ・補助金等  ２，１８１億円 

 ・物件費、支払利息等 

          ７４９億円 

 

○収 入  ６，７９８億円 

 ・地方税   ２，６３２億円 

 ・地方交付税 １，７３０億円 

 ・地方債     ９３０億円 

 ・国庫補助金等１，５０６億円 

 

◎収支差  １，０２８億円 

【備 考】 

「経常的収支」の収支余剰分で「公
共資産収支」及び「投資・財政
的収支」の収支差を穴埋めする
関係になります。 

●経常的収支の部 

○支 出    ９９９億円 

 ・公共資産整備  ６９８億円 

 ・公共資産整備補助金等 

          ３０１億円 

○収 入    ８０２億円 

 ・地方債     ５１６億円 

 ・国庫補助金等  ２８６億円 

◎収支差  ▲１９７億円 

 

●公共資産整備収支の部 

○支 出  ２，２９８億円 

 ・貸付金   １，２６９億円 

 ・地方債償還   ７７１億円 

 ・基金積立金   ２５８億円 

○収 入  １，４６５億円 

 ・貸付金回収 １，２４８億円 

 ・国庫補助金等  ２１７億円 

◎収支差   ▲８３３億円 

●投資・財務的収支の部 

３－６．資金収支計算書 

3 財務諸表について 

 資金収支計算書とは、歳計現金（資金）の出入りの情報を、性質の異
なる３つの活動に区分して、どういう活動に資金が必要とされ、その資
金をどう賄ったのかを表すものです。 

 経常的収支･･･人件費や物件費など日常サービスを行うに当たっての
継続的な支出＋それに対する財源 

 公共資産整備収支･･･有形固定資産形成のための支出＋それに対す
る財源 

 投資・財務的収支･･･出資金・貸付金、地方債の元金償還額などの支
出＋それに対する財源 

 資金収支計算書から分かることは？ 
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①経常行政コスト             ２７万円 
 

 人に関するコスト（人件費・退職手当等）                 １１万円 
 

 物に関するコスト（物件費・減価償却費等）                ４万円 
 

 移転支出的なコスト（社会保障給付等）                 １１万円 
 

 その他のコスト（支払利息・回収不能額等）                １万円 

○貸借対照表 

 使う資産(公共資産)      ９８万円 
 ・生活インフラ等       ７４万円 
 ・教育             ９万円 
 ・産業振興          ７万円 
 ・その他          ８万円 
 回収する資産(投資等)    ９万円 
 流動資産          ３万円 

 

資 産      １１０万円 
(現在保有している財産)  

 固定負債(H25年度以降支出分) 
                  ７４万円 
 流動負債(H24年度支出分） 
                   ７万円 

負 債    ８１万円 
(将来世代の負担) 

純資産    ２９万円 

○行政コスト（年間） 

②経常収益(資産の使用料・手数料等)              １万円 

 教育（教員人件費、授業料免除など学校運営のための経費）          ９万円 
 

 福祉（社会保障給付、社会福祉施設等の整備補助などの経費）        ５万円 
 

 警察（警察官人件費、安心安全のための各取組などの経費）         ３万円 
 

 生活インフラ等（資産の維持管理、減価償却などの経費）          ３万円 
 

 その他（産業振興、環境衛生などの経費）                 ６万円 

③純経常行政コスト(①－②)            ２６万円 

３－７．府民一人当たりでは？ 

3 財務諸表について 
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連   結 

地方公共団体 

◎普通会計 

○公営企業会計 

地方独立行政法人 

地方三公社 

三セク 

 府の出資割合が 

 25％以上の団体等 

 連結行政コスト計算書 

・経常行政コスト   ７，８４５億円 
 
 
・経 常 収 益     １，０１４億円 
 
 
・純経常行政コスト  ６，８３１億円 

 連結純資産変動計算書 

・期首純資産残高   １兆１，４３６億円 
 
・純経常行政コスト    ６，８３１億円 
 
・一般財源、補助金等受入６，２５９億円 
 
・臨時損益等         ▲３５億円 
 
・期末純資産残高     １兆８２９億円 

 連結資金収支計算書 

・収   入    １兆２０４億円 
 
 
 
・支   出    １兆２９７億円 
 
 
 
・当年度歳計現金増減額 ▲９３億円 

【資 産】 
３兆３，４６５億円 
 
・公共資産     
 ２兆９，８８１億円 

・投資等       
    ２，６２６億円 

・流動資産     
      ９５７億円 

・繰延勘定     
       １億円 

【負 債】 
２兆２，６３６億円 
 
・固定負債     
    ２兆４４１億円 

・流動負債     
      ２，１９５億円 

【純資産】 
１兆８２９億円 

－
 

＝
 

＋
 

－
 

＋
 

＝
 

－
 

＝
 

 連結貸借対照表 

 連結財務諸表とは、府の「普通会計」のほか、府の公営企業会計及び
三セクなど、府の関与が大きい関係団体を一つの行政サービス実施
主体とみなして、連結して作成する財務諸表のことです。 

 資産・負債等の全体像を明らかにすることで、総体としての財務状況が
明確となります。 

３－８．連結財務諸表について 

3 財務諸表について 

 連結財務諸表から分かることは？ 



 
○有形固定資産 
 府が保有する公有財産のうち道路、河川、学校、庁舎などの不動産や動産を計上している。
昭和４４年度以降の普通建設事業費の合計により有形固定資産を算出し、土地以外について
は、区分毎に設定された耐用年数に基づき、定額法により減価償却を行っている。 
 （耐用年数の例）道路４８年、庁舎等５０年など 
 
○投資損失引当金 
 市場価格のない「投資及び出資金」のうち連結対象団体及び会計に対するものについて、実
質価額（時価）が著しく低下した場合は、実質価額と取得原価の差額を引当金として計上する。 
 
○貸付金 
 府から第三者への貸付金について残高を計上する。 
 
○基金 
 特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て又は定額の資金を運用するために設け
られる資金又は財産を計上する。なお、「財政調整基金」及び「府債管理基金」については、後
述の「現金預金」に計上する。 
 （特定目的基金）緑と文化の基金、府民の力応援基金など 
 （定額運用基金）市町村未来づくり基金、土地基金、用品調達基金など 
 
○長期延滞債権 
 府税、使用料・手数料、貸付金償還金などに係る収入未済額のうち、当初調定年度がＮ－１
年度以前のもの（＝１年以上の長期にわたる未収金）を計上する。 
 
○回収不能見込額 
 長期延滞債権のうち、過去の不納欠損の状況などから回収不能となることが見込まれる金額
を計上する。 
 
○現金預金 
 形式収支（Ｎ年度の歳入総額から歳出総額を差し引いた金額）及び基金のうち流動性の高い
「財政調整基金」、「府債管理基金」の残高を計上する。 
 「財政調整基金」・・・年度間の財源の不均衡を調整するための基金 
 「府債管理基金」・・・府債の償還及びその信用維持のための基金 
 
○未収金 
 府税、使用料・手数料などの収入未済額のうち、当初調定年度がＮ年度のもの（１年以内の収
入未済額）を計上する。なお、未収金のうち１年以上の長期にわたるものについては、前述の
「長期延滞債権」に計上する。 

◆用語説明 貸借対照表 【資産の部】 

3 財務諸表について 



 
○地方債 
 Ｎ年度末の府債残高（＝府の借入金残高）から翌年度償還予定の額を控除した額を計上す
る。 
 
○長期未払金 
 債務負担行為のうち既に確定した債務と見なされるもの（相手方の行為の履行があったもの）
で、Ｎ＋２年度以降の支出予定額を計上する。 
 
○退職手当引当金 
 Ｎ年度末に全職員が普通退職したと仮定した場合に必要となる退職手当から翌年度支払予
定退職手当額を除いた額を計上する。 
 
○損失補償等引当金 
 履行すべき額が確定していない損失補償債務のうち、財政健全化法上、将来負担比率の算
定に含めた将来負担額（＝バランスシート注記※４の「第三セクター等債務負担見込額」）を計
上する。 
 
○翌年度償還予定地方債 
 Ｎ年度末の府債残高（＝府の借入金残高）のうち翌年度償還予定の元金償還額を計上す
る。 
 
○短期借入金（翌年度繰上充用金） 
 歳入が歳出に不足する場合で、翌年度の歳入を繰り上げてその歳入に充てる金額を計上す
る。 
 
○未払金 
 債務負担行為のうち既に確定した債務と見なされるもの（相手方の行為の履行があったもの）
のうちＮ＋１年度の支出予定額を計上する。 
 
○翌年度支払予定退職手当 
 「退職手当引当金」の算定において除外した翌年度支払予定退職手当額を計上する。 
 
○賞与引当金 
 Ｎ＋１年度に支払うことが予定されている期末・勤勉手当のうち、Ｎ年度負担相当額を計上す
る。６月支給の期末・勤勉手当は、１２月から５月までを支給対象期間としているため、６月に支
払うことが予定される期末・勤勉手当のうち６分の４（４月／６月）を計上する。 
 

◆用語説明 貸借対照表 【負債の部】 

3 財務諸表について 



 
○公共資産等整備国庫補助金等 
 「有形固定資産」などの形成にあたり交付を受けた国庫補助金等の累計額を計上する。な
お、「有形固定資産」に係るものについては、有形固定資産の減価償却に合わせて減価償却
を行う。 
 
○公共資産等整備一般財源等 
 「有形固定資産」などの形成にあたり投入した財源のうち府債などの負債及び「公共資産等
整備国庫補助金等」を除いた額を計上する。 
 
○その他一般財源等 
 「資産と負債の差額」から「その他一般財源等」以外の純資産合計を控除した額を計上する。 
 
○資産評価差額 

 「売却可能資産」や「投資及び出資金」の時価評価により生じた評価差額を計上する。 

◆用語説明 貸借対照表 【純資産の部】 

3 財務諸表について 



○人件費 
 職員等に対し支払われる給与や報酬を計上する。ただし、退職手当支給額は、「退職給与引当金繰
入」に別途計上する。 
 
○退職手当引当金繰入等 
 Ｎ年度末における「退職手当引当金」の対前年度増減額を計上する。 
 
○賞与引当金繰入額 
 Ｎ年度末における「賞与引当金」の対前年度増減額を計上する。 
 
○物件費 
 旅費、需用費、役務費、委託料、備品購入費などを計上する。 
 
○維持補修費 
 施設等の効用を維持するための費用を計上する。 
 
○減価償却費 
 有形固定資産が使用可能期間（耐用年数）にわたって漸次価値が減少するものと仮定し、その価値
減少分を減価償却費として計上する。 
 
○社会保障給付 
 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、障害者自立支援法などの法令に基づいて、現金または物
品として被扶助者に対して支出する費用を計上する。 
 
○補助費等 
 第三者に対する負担金、補助金及び交付金などを計上する。 
 
○他会計等への支出額 
 府の普通会計以外の会計に対して支出した繰出金のうち、貸付金など資産の増減に関する以外の
費用を計上する。 
 
○他団体への公共資産整備補助金等 
 市町村、民間等が行う公共施設の新設などに対する府の補助金、負担金などを計上する。 
 
○支払利息 
 府債及び一時借入金の返済時に支払う利息を計上する。 
 
○回収不能見込計上額 
 Ｎ年度末における「回収不能見込額」の対前年度増減額を計上する。 
 
○その他の行政コスト 
 上記のコスト以外の経常行政コストを計上する。 

◆用語説明  
行政コスト計算書 【経常行政コスト】 

3 財務諸表について 



○使用料・手数料 
 施設・設備利用等に係る使用料及び手数料を計上する。 
 
○分担金・負担金・寄附金 
 分担金・負担金及び寄附金を計上する。 

「経常行政コスト」と「経常収益」の差額を計上する。通常マイナスの数値となるが、マイナスと
なった部分は、府税や地方交付税などの一般財源で賄うこととなる。 

１ 一般財源 
 「地方税」、「地方交付税」など、「行政コスト計算書」における「経常収益」以外の歳入を計上
する。 
 
２ 補助金等受入 
 国庫補助金等を「公共資産等整備」の財源となったものと「行政コスト」の財源となったものに
分類し計上する。 
 
３ 臨時損益 
 災害復旧に伴う経費や公共資産の除売却損益など臨時的な損益を計上する。 
 
４ 科目振替 
 公共資産整備への財源投入や公共資産処分による財源増加など財源の移動を整理して計
上する。 
 
５ 資産評価替えによる変動額 
 売却可能資産などの時価評価に伴う増減額を計上する。 

◆用語説明  
行政コスト計算書 【経常収益】 

3 財務諸表について 

行政コスト計算書 【純経常行政コスト】 

純資産変動計算書 



１ 経常的収支の部 
 人件費や物品の購入、維持修繕などの経常的支出や府税、地方交付税、使用料・手数料
等の経常的収入に係る資金収支を計上する。 
 
２ 公共資産整備収支の部 
 有形固定資産の整備に係る支出やその財源となる国庫補助金、府債、基金取崩額など投
資的な資金収支を計上する。 
 
３ 投資・財務的収支の部 
 外郭団体等への出資金、第三者に対する貸付金、府債の償還などの支出やその財源とな
る国庫補助金や貸付金回収など投資・財務活動による資金収支を計上する。 

◆用語説明 資金収支計算書 

3 財務諸表について 


